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令和元年度地方公営企業決算(見込み)の概況 

令 和 2 年 9 月 2 3 日 

千葉県総務部市町村課 

電 話  043-223-2131 

 

 千葉県内の令和元年度地方公営企業（県及び県加入の組合等を除く）については、   

事業数が、水道事業で統合があったこと等から前年度に比べ 4 事業減少し、ピークで  

あった平成 14年度（232事業）以降、最も少ない 180事業となった。 

 決算規模は 4,090億 96百万円で、水道事業において事業統合があったことや元利償還

金が減少したこと等により、前年度に比べ 132億 93百万円（3.1％）の減少となり、2年

連続の減少となった。 

 経営状況（総収支）については、病院事業で材料費の上昇等による総費用の増加により

赤字額が増加しているものの、水道及び下水道事業において黒字基調を維持しており、

107億 64百万円の黒字となった。 

 また、料金収入は 2,247億 59百万円であり、水道事業において事業統合があったこと

等により、前年度に比べ 89億 38百万円（3.8％）減少した。 

 

 

※ 数値については、計数整理の結果、今後変動する場合がある。 

 なお、各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数

値は合計欄の数値と一致しない場合もある。 

 また、増加率等は、千円単位で算出したものである。 

１ 事業数 

 事業数は、木更津市などの水道 4事業が、新たに設立されたかずさ水道広域連合企業団

（県加入の広域連合）に統合されたこと等により、前年度末と比べ 4事業減少し、ピーク

であった平成 14年度（232事業）以降、最も少ない 180事業となった。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業となっており、   

3事業で全体の約 73％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

  

186 180 186 185 184 



2 

 

２ 職員数 

 職員数は、令和元年度末現在 7,863人で前年度末に比べ 25人、0.3％の減少となった。 

 事業別にみると、病院事業が最も多く全体の約 75％を占め、次いで水道事業、下水道

事業となっている。 
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３ 決算規模 

 決算規模は 4,090億 96百万円で、水道事業において事業統合があったことや元利償還

金が減少したこと等により、前年度に比べ 132億 93百万円（3.1％）の減少となり、2年

連続の減少となった。 

 事業別にみると、下水道事業が最も大きく、次いで病院事業、水道事業となっており、

3事業で全体の約 94％を占めている。 
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４ 全体の経営状況 

 公営企業全体の総収支については、病院事業で材料費の上昇等による総費用の増加に

より赤字額が増加しているものの、水道及び下水道事業において黒字基調を維持して  

おり、107億 64百万円の黒字であった。 

 なお、黒字事業は前年度に比べ 1事業減り、156事業であり、黒字事業の全体事業数に

対する割合は 86.7％を占めており、前年度に比べ 1.4ポイント増加した。 

 

 ※「黒字」・・・法適用事業では純利益が発生、法非適用事業では実質収支がプラス（0を含む） 

 「赤字」・・・法適用事業では純損失が発生、法非適用事業では実質収支がマイナス 

 

 

  

 

（２）黒字･赤字の事業数 （単位：事業、％)

黒字 赤字 合計 黒字 赤字 合計 黒字 赤字

41 5 37 5
(89.1) (10.9) (88.1) (11.9)

9 11 11 10
(45.0) (55.0) (52.4) (47.6)

61 7 63 5
(89.7) (10.3) (92.6) (7.4)

10 4 17 3
(71.4) (28.6) (85.0) (15.0)

51 3 46 2
(94.4) (5.6) (95.8) (4.2)

5 1 4 2
(83.3) (16.7) (66.7) (33.3)

41 3 41 2
(93.2) (6.8) (95.3) (4.7)

0 3 1 2
(0.0) (100.0) (33.3) (66.7)
41 0 40 0

(100.0) (0.0) (100.0) (0.0)
157 27 156 24

(85.3) (14.7) (86.7) (13.3)
▲ 3

うち法非適用 41 40 ▲ 1 0

総事業数 184 180 ▲ 1

うち法適用 3 3 1 ▲ 1

その他 44 43 0 ▲ 1

ガス(法適用) 6 6 ▲ 1 1

うち法非適用 54 48 ▲ 5 ▲ 1

▲ 2

うち法適用 14 20 7 ▲ 1

下水道 68 68 2

病院(法適用) 20 21 2 ▲ 1

差　引(元年－30年)

事業

水道(法適用) 46 42 ▲ 4 0

区分･年度 30年度 元年度

 

（１）総収支の状況（法適用事業･･･純損益、法非適用事業･･･実質収支）
（単位：百万円、％)

黒字額 赤字額 差引 黒字額 赤字額 差引 黒字額 赤字額 差引

9,686 1,888 7,798 7,934 342 7,592 ▲ 1,752 ▲ 1,545 ▲ 206 ▲ 2.6

752 3,940 ▲ 3,188 526 4,475 ▲ 3,948 ▲ 226 535 ▲ 761 23.9

5,795 816 4,978 6,448 131 6,317 653 ▲ 686 1,339 26.9

うち法適用 3,000 197 2,803 4,478 121 4,356 1,478 ▲ 76 1,554 55.4

うち法非適用 2,795 619 2,176 1,970 9 1,961 ▲ 825 ▲ 610 ▲ 215 ▲ 9.9

282 2 280 396 4 392 113 2 111 39.8

522 74 448 486 74 412 ▲ 36 0 ▲ 36 ▲ 8.0

うち法適用 10 74 ▲ 64 10 74 ▲ 64 0 0 0 0.7

うち法非適用 512 0 512 476 0 476 ▲ 35 0 ▲ 35 ▲ 6.9

17,037 6,720 10,317 15,790 5,025 10,764 ▲ 1,247 ▲ 1,694 447 4.3合計

区分･年度

事業

水道(法適用)

病院(法適用)

下水道

ガス(法適用)

その他

差　　引(元年－30年)
差引増加率

30年度 元年度
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５ 料金収入 

 料金収入は 2,247 億 59 百万円で、水道事業で統合があったこと等により、前年度に  

比べ 89億 38百万円、3.8％減少した。 

事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで下水道事業、水道事業となっており、  

3事業で全体の約 95％を占めている。 

総収益に占める料金収入の割合は、下水道事業で 50.6％と他の事業に比べ低くなって

いる。 
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６ 企業債 

（１）企業債発行額 

 企業債発行額は 509億 52百万円で、主に水道事業において事業統合があったこと等に

より、前年度に比べ 11億 75百万円、2.3％減少した。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く全体の約 72％を占め、次いで水道事業、病院

事業となっている。 
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（２）企業債現在高 

 企業債現在高は、9,817 億 80 百万円で、前年度に比べ 508 億 35 百万円、4.9％減少   

した。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く全体の約 73％を占め、次いで水道事業、病院

事業となっている。 
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（３）企業債元利償還金 

 企業債元利償還金は 960億 78百万円で、前年度に比べ 48億 10百万円減少した。 

 元金償還金は 26億 89百万円、3.3％減少しており、利払いは 21億 21百万円、11.4％

減少した。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く全体の約 71％を占め、次いで水道事業、病院

事業となっている。 
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７ 他会計繰入金 

 他会計繰入金は 770億 49百万円で、前年度に比べ 72百万円、0.1％減少した。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く全体の約 58％を占め、次いで病院事業、水道

事業となっている。 
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８ 建設投資額 
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 建設投資額は 926億円で、前年度に比べ 96百万円、0.1％増加した。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く全体の約 54％を占め、次いで水道事業、病院事

業となっている。 
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９ 累積欠損金（法適用事業のみ） 

 累積欠損金は、21事業で 407億 13百万円となっており、前年度に比べ 30億 9百万円、

8.0％増加した。 

 事業別では、病院事業が 15 事業で 402 億 14 百万円となっており、累積欠損金総額の

ほとんどを占めている。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 資金不足比率 

 前年度に引き続き「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」に  

基づく資金不足比率が経営健全化基準に達した公営企業会計はない。 

 

 

 

 



参考資料 

 

令和元年度地方公営企業決算（見込み）の概況 

＜事業区分・用語の定義＞ 

【地方公営企業】 

 地方公共団体が営む企業で、主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるものを

いい、法適用企業と法非適用企業に分類される。 

【事業区分】 

 資料中の事業区分については以下のとおり分類している。 

・「水道事業」は簡易水道事業を含む。 

・「その他事業」の内訳は、市場事業、と畜場事業、観光施設事業、宅地造成事業、駐車場整備事

業、介護サービス事業、電気事業である。 

【法適用企業】 

 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の全部又は財務規定を適用している事業であり、経理

事務を企業会計方式で行っているもの。水道事業、病院事業、ガス事業、電気事業等は当然に法適用

事業とされており、その他の事業については条例により法適用企業となることができる。 

【法非適用企業】 

 地方公営企業法を適用していない事業であり、経理事務を官庁会計方式で行っているもの。 

【収益的収支・資本的収支】 

 経常的な経営活動に係る収支を収益的収支として、また、建設改良費、地方債償還金及びこれに対

応する財源等を資本的収支として表示している。 

【純損益（法適用企業のみの概念）】 

 法適用企業において、収益的収支の総収益から総費用を差し引いた額をいう。なお、純損益の数値

がプラスであれば「純利益」、マイナスであれば「純損失」と呼び、地方公営企業決算では、それぞ

れを黒字、赤字と呼んでいる（法非適用企業については実質収支参照。）。 

【実質収支（法非適用企業のみの概念）】 

 法非適用企業において、歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰越すべき財源を除いたものを

いい、実質収支がプラスであれば黒字、マイナスであれば赤字と呼んでいる。 

【他会計繰入金】 

 地方公営企業法等に基づく他会計から公営企業に対する繰入金。その性質上経営に伴う収入をもっ

て充てることが適当でない経費や能率的な経営を行っても経営に伴う収入のみをもって充てること

が客観的に困難であると認められる経費については、一般会計で負担するものとされている。 

【累積欠損金（法適用企業のみの概念）】 

 法適用企業において、営業活動によって損失（赤字）を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立

金等によってもなお補てんができなかった各事業年度の損失（赤字）額が累積したものをいう。 

【資金不足】 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」に基づき算定した資金の不足額で、

解消可能資金不足額を控除している。資金不足がある場合、その公営企業の事業規模と比較した資金

不足比率を算出し、経営健全化基準（20％）以上となった場合、公営企業ごとに財政健全化法に基づ

き「経営健全化計画」の策定が義務付けられる。 


